
平成 年度 森林組合一斉調査 種類

1

森林組合調査票 林野庁

Ⅰ　調査の趣旨
この調査は、全国の森林組合の実態を把握し、今後の諸施策の基礎資料とするものです。

Ⅱ　調査対象

Ⅲ　調査時点等

Ⅳ　記入上の全般的注意
１　記入は鉛筆で１マスに１字ずつはっきりと記入してください。
２　回答が択一式の場合は欄中の該当する番号に必ず「○」を付けてください。
３　数値が単位に満たない場合は「0」とし、該当がない場合は無記入としてください。

５　各表の網掛けの箇所は計または他表との関連があるので、特に注意して記入してください。

フリガナ
昭和
平成

主たる事務所の所在地 〒 －
自 平成 年 月 日
至 平成 年 月 日

町丁字番号 平成 年度事業総会
平成 年 月 日

ビル名等 組合長氏名

電話番号 市外局番 局番 番号 記入者氏名

都道府県

点検者氏名

Ⅰ．組織・執行体制
※ １　総代会制の有無 ※ ２　役員選出の方法 ※ ３　林業労働力確保法における認定事業体か否か

有 1 選挙 1 認定事業体である 1
AA1 AB1 AC1

無 2 選任 2 認定事業体でない 2

※ ４　許可等

建設業法の許可の有無 土木一式 有 1 無 2 AD1 建築一式 有 1 無 2 AD2

産廃処理業の許可の有無 有 1 無 2 AD3

森林管理巡視員の設置の有無 有 1 無 2 AD4

人 AD5

中核組合の認定 有 1 無 2 AD6

※ ５　地区内森林面積 ※
(ha)

(ha)

AE1 AE2 AE3 AF1

AE4 AE5 AF2

AE6 AE7 AE8 AF3

AE9 AE10 AE11

AE12 AE13 AE14

AE15

所 有 区 分

計

ｼﾝﾘﾝｸﾐｱｲ

地区内居住者の所有面積

地区外　　　〃　　　　

設 立 登 記 年 月 日

事 業 期 間

組合名

民
有
林

６　組合員所有森林（私有林）の
　　内訳

うち人工林面積
総 面 積

うち組合員
所有面積

国 有 林

私 有 林
都道府県有林

市町村有林
財産区有林

計

区 分

非常勤
常勤

面 積

都道府県名 県コード 組合コード

この調査の対象となる組合は、平成31年3月31日現在において設立登記されている森林組合とします。

この調査票には、事業については平成30事業年度（平成30年4月1日から平成31年3月31日までに終了した事
業年度）、それ以外の事項については、平成31年3月31日現在の数値を記入してください。

４　端数は四捨五入してください。この場合、各事項の数字を加算した数値は合計欄の数値と一致させて
　　ください。

秘

農 林 水 産 省

30

日森林組合 年 月

－ －

都道府県
市区町村名

面積が一致します。
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※ ７　組合員 (人)

AC9 AD1 AD2 KL1

AD3 AD4 AD5 KL2

EL2 EL3 EL4 KL3

※ ８　役員等構成

（１）男女別 (人)

BB1 BB2 BB3 BB7 BB8 BB9

BB4 BB5 BB6 BB10 BB11 BB12

BB13 BB14 BB15 BB19 BB20 BB21

BB16 BB17 BB18

（２）年齢別 (人)

BB22 BB23 BB24 BB25 BB26 BB27 BB28 BB29 BB30 BB31

BB32 BB33 BB34 BB35 BB36 BB37 BB38 BB39 BB40 BB41

※ ９　専従職員の内訳

AE7 AE8 AF2 EK6

AE9 AF1 AF3 EK8

GU1 GU2 HA2 EL1

※ 10　共同利用施設

施　設 森　林

BD1 アール BD10 ha

BD2 kW BD11 ha

BD3 kW BD12 ha

プレカット工場 BD4 kW

BD5 kW BD13 有 1 無 2

BD6 ㎡ 木質バイオマス関連施設 BD14 有 1 無 2

特用林産物の加工場BD7 有 1 無 2 BD8

BD9 有 1 無 2

11　市売市場の内訳

(㎥)

BE1 BE2 (㎡) BE3 素　材 BE4 製材品

計

女 性 職 員

計

うち女性組合員

組合員数

男 性 職 員

区 分

地区内居住者 地区外居住者 計

計

年齢合計 勤続年数合計人　数

苗畑

製材工場

チップ工場

集成材工場

区分

正組合員数

准組合員数

年間取扱量土場面積市　場　名

３月に支払った

(人) (歳) (年) 給与総額 (千円)

所 有 林

男性 女性 計 区分 男性 女性

うち員外理事 うち員外理事

区分 計

常勤理事 非常勤理事

女性 計

監事
参事

区分 男性 女性 計 区分 男性

うち員外監事

常勤理事

区分 45歳以下 46～50 51～55 55～60 65～70 71～75 75～80 81歳以上 計61～65

土場・貯木場

市売市場

主な製品

非常勤理事

借 地 林

分 収 林

Ｇ Ｉ Ｓ の 導 入
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Ⅱ．財　務

※ 12　貸借対照表

(千円) (千円)

CA1 CA20

CA2 CA21

CA3 CA22

CA4 CA23

CA5 CA24

CA6 CA25

CA7 CA26

CA8 CA27

CA9 CA28

CA10 CA29

CA11 CA30

CA12 CA31

CA13 CA32

CA14 CA33

CA15 CA34

CA16 CA35

CA17 CA36

CA18 CA37

CA19

※ 13　借入金の借入先別金額

(千円)

借入金総額（Ａ) (Ａ)－(Ｂ)

CB1 CB2

CB3 CB4

CB5 CB6

CB7 CB8

CB9 CB10

CB11 CB12 CB29

CB13 CB14

CB15 CB16

CB17 CB18

CB19 CB20

CB21 CB22

CB23 CB24 CB25 CB30

CB26 CB27 CB28 CB31

負債の部・純資産の部

受託販売預り金

資　産　の　部

退職給付引当金

短 期 貸 付 金

そ の 他

計

そ の 他

計

長 期 借 入 金

公庫資金借入金

回 転 出 資 金

計

準備金・積立金

流
動
資
産

流
動
負
債

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

現 金 ・ 預 金

売 掛 金

未 収 金

た な 卸 資 産

販売仮渡金・前渡金

日本政策金融公庫借入金

公 庫 資 金 貸 付 金

資
本

系 統 出 資 金

系 統 外 出 資 金

剰
余
金

固
定
資
産
・
繰
延
資
産

有 形 固 定 資 産

うち組合資金としての借入(Ｂ)

当期未処分剰余金

計

合　　計

固
定
負
債 そ の 他

計

払 込 済 出 資 金

無 形 固 定 資 産

長 期 貸 付 金

農 林 中 央 金 庫

森 林 組 合 連 合 会

林 道 未 収 賦 課 金

そ の 他 ・ 繰 延 資 産

計

短
期
借
入
金

長
期
借
入
金

借入金の種類及び借入先

農 林 中 央 金 庫

森 林 組 合 連 合 会

市 中 銀 行

農 業 協 同 組 合

当 期 未 処 理 損 失 金

合　　計

うち固定資産取得のための借入

計

市 中 銀 行

農 業 協 同 組 合

そ の 他 の 金 融 機 関

計

そ の 他 の 金 融 機 関
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※ 14　損益計算書 損益欄

(千円) (+・-)

事業総損益 (千円) Ｄ DA33 DA34

Ａ DA1 （Ａ－Ｂ－Ｃ）＝Ｄ

部門別計算の部 DA35

DA2

DA3 Ｅ DA36

DA4 Ｆ DA37

DA5 Ｇ DA38 DA39

DA6 （Ｅ－Ｆ）＝Ｇ

DA7 Ｈ DA40 DA41

DA8 （Ｄ＋Ｇ）＝Ｈ

DA9 Ｉ DA42

DA10 Ｊ DA43

DA11 Ｋ DA44 DA45

(千円) （Ｉ－Ｊ）＝Ｋ

Ｂ DA12 Ｌ DA46 DA47

直接経費 （Ｈ＋Ｋ）＝Ｌ

DA13 Ｍ DA48

DA14

DA15 Ｎ DA49 DA50

DA16 （Ｌ－Ｍ）＝Ｎ

DA17 Ｏ DA51 DA52

DA18

DA19 Ｐ DA53

DA20

DA21 Ｑ DA54 DA55

DA22

DA23 （Ｎ＋Ｏ＋Ｐ）＝Ｑ

(千円)

Ｃ DA24 ※ ⑮　剰余金処分の内訳（損失金組合は除く。）

事業管理費の区別 (千円)

DA25 DB1 (%)

DA26 DB2 DB7

DA27 DB3

DA28 DB4

DA29 DB5

DA30 DB6

DA31

事業収益Ａのうち補助金総額 (千円) (Ⅱ)　販売部門

DA32 ※ 17　販売事業
数量・販売高

Ⅲ．事　業 販売品目 (千円)

(Ⅰ)　指導部門 DD1 ㎥ DD2

※ 16　指導事業 DD3 ㎥ DD4

(1)　指導事業 DD5 ㎥ DD6

(千円) DD7 ㎥ DD8

DC1 DD9 ㎏ DD10

DC2 DD11 ㎏ DD12

DC3 DD13

DC4 DD14

DD15

(2)　共同施業規程の制定
(注)森林組合法第25条の2による。 DD16 棟 DD17

1 DC5 2

(3)　協定による森林施業の共同化
協定内容

DC6 (件) DC7 (人) DC8 (ha) DC9 (ha)

特 別 損 益

金　　額

積 立 金 取 崩 額

当 期 未 処 分 剰 余 金

税引前当期利益(損失)

事 業 外 収 益

事 業 外 費 用

事 業 外 損 益

特 別 利 益

特 別 損 失

林 地 処 分

うち原木仕入費

販　　売　　高

金　　額

立 木

区　　分

法 定 準 備 金

次期繰越剰余金

計

事業分量配当金

任 意 積 立 金

出 資 配 当 金

数　　量

区　　分 金　　額

木
材

その他

一般用材

パルプその他

計

合 計

指導事業補助金

椎
茸

賦 課 金

実費収入その他

計

乾しいたけ

生しいたけ

環境緑化木

住宅販売

件数 参加人員 協定面積 うち施業実施協定面積

制定している 制定していない

林 地 処 分

森 林 経 営

信 託

森 林 経 営

信 託

指 導

販 売

加 工

森 林 整 備

事 業 管 理 費

加 工

森林
整備

購 買

利 用 他

金 融

林 地 処 分

森 林 経 営

信 託

指 導

販 売 他

事 業 費 用

加 工

林 産 事 業販売

森林
整備

事 業 利 益 （ 損 失 ）

経 常 利 益 （ 損 失 ）

事 業 収 益

事業管理費Ｃのうち人件費総額

出資配当率

法人税、住民税及び事業税額

当期剰余金（損失金）

前期繰越剰余金（損失金）

(又は当期未処理損失金)

指 導

販 売 他

林 産 事 業

購 買

利 用 他

金 融

販売
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※18　林産事業

数量・金額

取扱品目 (㎥) (千円) (㎥) (千円) (千円)

EA1 EA2 EA3 EA4

EA5 EA6 EA7 EA8

EA9 EA10 EA11 EA12 EA13

EA14 EA15 EA16

EA17 EA18 EA19 EA20

EA21 EA22 EA23 EA24

EA25 EA26 EA27 EA28 EA29

EA30 EA31 EA32

EA33 EA34

EA35 EA36

数量 ※ 19　間伐の実施状況

取扱品目 （ha) (人・日) （ha)

EA37 EA38 EB1

EA39 EB2

EA40 EA41 EB3

EA42 EB4

※20　森林所有者別の木材の生産及び販売の利用状況

(㎥) (㎥) (㎥) (㎥) (㎥) (㎥) (㎥)

EC1 EC2 EC3 EC4 EC5 EC6 EC7

EC8 EC9 EC10 EC11 EC12 EC13 EC14

(Ⅲ)　加工部門

※21　加工事業

(千円) (千円)

ED1 ㎥ ED2 ED3 ㎥ ED4 ED5 ㎥ ED6

ED7 ㎥ ED8 ED9 ㎥ ED10 ED11 ㎥ ED12

ED13 kg ED14 ED15 kg ED16 ED17 kg ED18

ED19 ED20 ED21

ED22 ED23 ED24

(Ⅳ)　森林整備部門

※22　購買事業 ※23　養苗事業

数量・購買高 数量・販売高

購買品目 (千円) 取扱品目

EE1 EE2 EF1 EF2

EE3 EE4 EF3 EF4

EE5 EF5

EE6 EF6

EE7

EE8

EE9

計

千本

kg

苗
木

計

山 行 苗 木

肥 料

林 業 用 機 械 器 具

しいたけ等生産資材

そ の 他

林 業 用 薬 剤

数量(千本)

購 買 高

数　量

数　量

財産区  国都道府県

うち連合会への販売販 売 高

数　量

金　額

山 行 苗 木

そ の 他

そ の 他

その他

事業量

都道府県単事業

区
分

伐採面積 労働投下日数

販売事業

森林所
有者別

事業別

乾しいたけ

金　額数　量 金　額

間

伐

組合員

うち(再)委託

私 有

林産事業

木

材

計

数量・
金額

区
分

販　売　高

合　計

計

計

間

伐
うち(再)委託

うち(再)委託

その他

数　量

木

材

主

伐

一般用材

パルプ材その他

金　額

加工品目

製材品

チップ

市町村

一般用材

パルプ材その他

受託金額(千円）

金額(千円）

取 扱 高

生産費用

 国

金　額

受託(請負を含む)生産のみ

数　量 受託金額

その他

受託加工のみ

主

伐

区 分

森林整備事業(公共)

計

そ の 他

うち(再)委託

計

計
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※ 24　林業用機械の使用状況

（年、台、日）

小型運材車 FA1 FA2 FA3 FA4

集材機 FA5 FA6 FA7 FA8

ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ・ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙｿｰ FA9 FA10 FA11 FA12

バックホー FA13 FA14 FA15 FA16

ハーベスタ FA17 FA18 FA19 FA20

フェラバンチャ FA21 FA22 FA23 FA24

プロセッサ FA25 FA26 FA27 FA28

タワーヤーダ FA29 FA30 FA31 FA32

スイングヤーダ FA33 FA34 FA35 FA36

スキッダ FA37 FA38 FA39 FA40

ﾌｫﾜｰﾀﾞ FA41 FA42 FA43 FA44

その他 FA45 FA46 FA47 FA48

※ 25　森林整備事業取扱高 ※ 26　新植及び保育の依頼者別内訳

(千円) (ha)

造 FB1 FB2 FC1 FC2

林 FB3 FB4 FC3 FC4

FB5 FB6 FC5 FC6

FB7 FB8 FC7 FC8

FB9 FB10 FC9 FC10

FB11 FB12 FC11 FC12

FB13 FB14 FC13 FC14

FC15 FC16

※ 27　造林・保育の内容 ※ 28　利用及び福利厚生事業

(千円)

面　積 (ha)

新　植 FD1 FD2 FE1

FD3 FE2

下　刈 FD4 FD5 FE3

FD6 FE4

除　伐 FD7 FD8 FE5

FD9 FE6

切捨間伐 FD10 FD11 FE7

FD12 FE8

その他 FD13 FD14 FE9

FD15 FE10

計 FD16 FD17

FD18

※ 29　森林災害復旧事業（造林） ※ 30　林地供給事業

(千円) 　面積 (ha) 金　額 (千円)

FF1 FG1 FG2

FF2 FG3 FG4

FF3

借　　入所　　有

年間使用日数台数年間使用日数台数

手数料又は利用料等

計

人 的 施 設

林 業 機 械 利 用 料

区　　分

計

うち(再)委託

区　　分 金　額

うち(再)委託

買 取

受託・あっせん

災害造林補助金収入

災害造林受託経費収入

病 害 虫 防 除

従来型
林業機械

うち(再)委託

取　扱　高

治 山

うち受託手数料

その他雑収入

労働力投下日数(人・日)

高性能
林業機械

計

区　　分

保 育

そ の 他

林 道

保　育

公 社

うち(再)委託

森林整備活動支援交付金手数料等

保険取扱手数料等

造林補助金取扱手数料

調 査 収 入

物 的 施 設

区     分

新　植区　　分

うち(再)委託

うち(再)委託

区　　分

個 人 等

独立行政法人

市 町 村

財 産 区

都 道 府 県

国

計

そ の 他

新 植
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※ 31　金融事業　 (千円)

GA1 GA2 GA3

GA4 GA5 GA6

GA7 GA8 GA9

GA10 GA11 GA12

GA13

GA14 GA15 GA16

(Ⅴ)　森林経営部門 (Ⅵ)　信託部門

※ 32　森林経営事業　森林の内訳 ※ 33　信託事業

面　積 (ha)

GB1 (件) (ha) (千円)

GB2 GC1 GC2 GC3

GB3

Ⅳ．そ  の  他

※ 34　組合雇用労働者数（事務員を除く）
就業日数

労働の種類 実人員(人) (日) 実人員(人) (日) 実人員(人) (日)

GD1 GD2 GD3 GD4 GD5 GD6

GD11 GD12 GD13 GD14 GD15 GD16

GD21 GD22 GD23 GD24 GD25 GD26

GD31 GD32 GD33 GD34 GD35 GD36

就業日数

労働の種類 実人員(人) (日) 実人員(人) (日)

GD7 GD8 GD9 GD10

GD17 GD18 GD19 GD20

GD27 GD28 GD29 GD30

GD37 GD38 GD39 GD40

※ 35　賃金支給制度別雇用労働者数　 (人)

GE1 GE2 GE3 GE4 GE5 GE6 GE7

GE8 GE9 GE10 GE11 GE12 GE13 GE14

GE15 GE16 GE17 GE18 GE19 GE20 GE21

GE22 GE23 GE24 GE25 GE26 GE27 GE28
計

区　　分 月給制 日給制 出来高給 その他 計

主として伐出事業

主として造林事業

そ の 他 の 事 業

そ の 他 の 事 業

計

210日以上 計

月給と出
来高併用

日給と出
来高併用

延日数 延日数

主として伐出事業

主として造林事業

そ の 他 の 事 業

計

延日数 延日数 延日数

主として伐出事業

主として造林事業

信託手数料

所 有 林

分 収 林

計

59日以下 60～149日 150～209日

計

区　分 契約件数 面　積

公 庫 資 金

その他の機関資金

自 己 資 金

雑 収 入

区　　分 期末貸出在高 受取利息 手数料

中 金 資 金
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※ 36　雇用労働者の標準的賃金（日額）

HA1 HA2

HA3 HA4

HA5 HA6

※ 37　男女別年齢階層別雇用労働者数及び新規採用者数 (人)

男 HB1 HB2 HB3 HB4 HB5 HB6 HB7

女 HB8 HB9 HB10 HB11 HB12 HB13 HB14

男
HB15 HB16 HB17 HB18 HB19 HB20 HB21

女
HB22 HB23 HB24 HB25 HB26 HB27 HB28

男
HB29 HB30 HB31 HB32 HB33 HB34 HB35

女
HB36 HB37 HB38 HB39 HB40 HB41 HB42

男
HB43 HB44 HB45 HB46 HB47 HB48 HB49

女
HB50 HB51 HB52 HB53 HB54 HB55 HB56

HB57

※ 38　雇用労働者等の社会保険等への加入状況 ※ 39　雇用労働者の労働災害状況 (人)

HC1 HC2 HC10 HC11

HC3 HC4 HC12 HC13 HD1 HD2 HD3

HC5 HC6 HC14 HD4 HD5 HD6

HC7 HC15 HC16 HD7 HD8 HD9

HC8 HC17 HD10 HD11 HD12

HC9

※

HE1 HE7

HE2 HE8

HE3 HE9

HE4 HE10

HE5 HE11

HE6 HE12

※ 41　平成28年度において有効な森林経営計画の内容 ※ 42　税金関係

(ha) (1) 青色申告の有無 (千円)

HF1 HF6 1 申告している HH1

HF2 HF7 HG1 HH2

HF3 HF8 2 申告していない HH3

HF4 HF9 HH4

HF5 HF10 HH5

HH6

HH7

HH8

計

市町村有林

その他

私有林

財産区

消 費 税

そ の 他

計

(2) 当年度中に納付した税金額

区　　分 納　税　額

法 人 税

都道府県民税

事 業 税

市町村民税

固定資産税

所有区分 主伐計画面積 間伐計画面積

国 民 年 金

所有区分
平成30年度において有効な森林経営計画

私有林

財産区

市町村有林

その他

計

計画件数

うち平成30年度契約分

40　森林組合の認定請求により樹立された森林経営計画

うち日雇特例 その他の退職金制度 その他の事業

国民健康保険 農業者年金 計

雇 用 保 険 中退共 主として伐出事業

健 康 保 険 林退共 主として造林事業

雇用労働者
区　分

林業労働災害 振動障害
継続療養
者数労 災 保 険 厚生年金 死　亡 4日以上休み

区　分 役職員 雇用労働者 区分 役職員

合　計

主 と し て
伐 出 事 業

主 と し て
造 林 事 業

そ の 他 の
事 業

計

区　　分 男 女

主として伐出事業

主として造林事業

そ の 他 の 事 業

50～59 60歳以上 計 うち新規採用者区　　分 29歳以下 30～39 40～49
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